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○墨田区中等度難聴児補聴器購入費助成金交付要綱 

平成２５年７月２２日 

２５墨福障第７５０号 

改正 平成２６年３月２０日２５墨福障第２１８０号 

平成２６年９月３０日２６墨福障第１２９２号 

（目的） 

第１条 この要綱は、身体障害者手帳の交付の対象とならない中等度の難聴児に対し

て補聴器の早期装用を促進することにより、難聴児の言語の習得及びコミュニケー

ション能力の向上を図ることを目的とする。 

（助成対象児童） 

第２条 助成金の交付の対象となる者（以下「助成対象児童」という。）は、次に掲

げる全ての要件を満たす者とする。 

（１） 墨田区に住所を有する１８歳未満の者であること。 

（２） 両耳の聴力レベルが、原則として３０デシベル以上で、身体障害者手帳交

付の対象となっていないこと。ただし、医師が補聴器の装用が必要であると認め

た場合は、３０デシベル未満の者についても対象とする。 

（３） 補聴器の装用により、言語の習得等一定の効果を期待することができると

医師が判断していること。 

（４） 助成対象児童の属する世帯に、当該年度分（当該申請を行う月が４月から

６月までの場合にあっては、前年度分）の特別区民税又は市町村民税（以下「特

別区民税等」という。）の所得割の額が４６万円以上である世帯員がいないこと。 

（５） 助成対象児童が、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）その

他の法令等に基づく補聴器購入費用の助成を受けていないこと。 

（助成対象補聴器等） 

第３条 助成の対象となる補聴器の種類は、「補装具の種目、購入又は修理に要する

費用の額の算定等に関する基準」（平成１８年９月２９日厚生労働省告示第５２８

号）別表の１の(５)の補聴器の項に定めるものとし、１台当たりの基準価格、１台



2/6 

当たりの基準価格に含まれるものとして区長が必要と認めるもの及び耐用年数は、

別表第１のとおりとする。 

２ 過去にこの要綱による助成金の交付を受けて補聴器を購入し、当該購入した日か

ら別表第１に掲げる耐用年数に相当する年数を経過していない者については、この

要綱による助成金の交付を行わないものとする。ただし、当該購入した補聴器が災

害その他の助成対象児童及びその保護者の責任によらない事由により毀損し、又は

紛失した場合は、この限りでない。 

３ 助成に係る補聴器は、墨田区補装具費の代理受領に係る補装具業者の登録等に関

する要綱（平成１８年９月２９日１８墨福障第８３３号）第２条の規定により登録

を受けた補聴器販売事業者から購入するものとする。 

４ 助成金の交付は、装用効果の高い左右どちらかの耳に装用する補聴器１台分につ

いて行うものとする。ただし、次条第１号の意見書により、区長が教育、生活等に

おいて特に必要と認めた場合は、左右両方の耳に装用する補聴器２台分について助

成金を交付することができる。 

（助成金の額等） 

第４条 助成金の額は、別表第１に定める基準価格と助成に係る補聴器を購入する経

費として区長が認める額とを比較して、いずれか少ない方の額に、別表第２に定め

る助成率を乗じて得た額（１円未満切捨て）とする。 

（交付申請） 

第５条 助成金の交付を希望する助成対象児童の保護者（以下「申請者」という。）

は、中等度難聴児補聴器購入費助成金交付申請書（第１号様式）に、次に掲げる書

類を添えて、区長に申請するものとする。 

（１） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項に規定す

る医師又は区長が当該医師と同等の知見を有すると認めた医師が助成対象児童の

聴力を検査した上で交付した中等度難聴児補聴器購入費助成金交付意見書（第２

号様式。以下「意見書」という。） 

（２） 意見書に基づき補聴器販売事業者が作成した見積書 
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（３） その他区長が指定する書類 

（交付決定） 

第６条 区長は、前条の規定による申請があったときは、中等度難聴児補聴器購入費

助成金交付調査書（第３号様式）を作成し、助成の可否について審査するものとす

る。 

２ 区長は、前項の規定による審査をした後、助成金を交付することと決定したとき

は中等度難聴児補聴器購入費助成金交付決定通知書（第４号様式。以下「交付決定

通知書」という。）により、交付しないことと決定したときは中等度難聴児補聴器

購入費助成金不交付決定通知書（第５号様式）により、申請者に通知するものとす

る。 

３ 区長は、前項の規定により助成金の交付決定を行ったときは、申請者に対して中

等度難聴児補聴器購入費助成券（第６号様式。以下「助成券」という。）及び中等

度難聴児補聴器購入費助成金代理請求及び代理受領委任状（第７号様式。以下「委

任状」という。）を交付するものとする。 

（助成金の交付） 

第７条 助成決定者は、助成金の請求及び受領に関する権利の行使を契約事業者に委

任するものとする。 

２ 助成決定者は、購入に係る補聴器を契約事業者から受け取ったときは、受領年月

日を記載し、及び署名押印をした助成券及び委任状を契約事業者に提出するものと

する。 

３ 契約事業者は、中等度難聴児補聴器購入費助成金請求書（第８号様式）に助成券

及び委任状を添付して、助成決定者を代理して助成金の交付を区長に請求するもの

とする。 

４ 区長は、前項の規定による請求を受理したときは、その内容を審査し、適当と認

めるときは、第４条の規定による助成額を支払うものとする。 

（交付決定の取消し） 

第８条 区長は、次のいずれかに該当するときは、助成金の交付決定を取り消し、助
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成決定者から既に助成した額の全部又は一部を返還させることができる。 

（１） 虚偽又は不正の行為により補聴器購入費の助成を受けたとき。 

（２） 補聴器を助成目的に反して使用し、譲渡し、貸与し、又は担保に供したと

き。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、区長が不適当と認めるとき。 

（台帳の整備） 

第９条 区長は、助成金の交付の状況を明確にするため、中等度難聴児補聴器購入費

助成台帳を整備するものとする。 

（特別区民税等の額の算定方法） 

第１０条 特別区民税等の額の算定に当たっては、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第６５

条の３の規定に準じて行うものとする。 

（補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、区長

が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成２５年８月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、平成２６年１０月１日から適用する。 

別表第１ 

補聴器の種類 １台当たりの基

準価格 

１台当たりの基準価格に含ま

れるもの 

耐用年

数 

高度難聴用ポケット型 １３７，０００

円

補聴器本体（電池を含む。以下

同じ。）及びイヤモールド 

５年 

高度難聴用耳かけ型 

重度難聴用ポケット型 
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重度難聴用耳かけ型 

耳あな型（レディメイド） 

耳あな型（オーダーメイド） 補聴器本体 

骨導式ポケット型 補聴器本体、骨導レシーバー及

びヘッドバンド 

骨導式眼鏡型 補聴器本体及び平面レンズ 

別表第２ 

区分 助成率 

生活保護等受給世帯 １０／１０ 

その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員に、特別区民税等が課

税されている者が含まれていない場合 

１０／１０ 

その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員に、特別区民税等が課

税されている者が含まれている場合 

９／１０ 

備考 生活保護等受給世帯とは、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による

被保護世帯及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）によ

る支援給付受給世帯（当該世帯に住民税課税者がいる場合を除く。）とする。 
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様式 省略 

 


